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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　患者（１４）の身体部分（１６）に、特に大腿に、２つ以上の標識要素（２４；１２８
）を含む医療用標識装置（２２；１２４）を、非侵襲的に緊締するための医療用緊締装置
であって、
　表面上を互いに角度を成して整列する２つの広がり方向（４２、４４）に延びると共に
、前記標識装置（２２；１２４）が固定される又は固定可能である前記身体部分（１６）
の輪郭に形状が適合可能である支持体（４６）を含み、
　前記支持体（４６）が、該支持体（４６）の広がりの表面において弾力的に伸縮可能で
あると共に、第１伸縮領域（６０；１３２）及び少なくとも１つの第２伸縮領域（６２；
１３４）を含み、
　前記第２伸縮領域の、前記支持体（４６）の広がりの表面における少なくとも１つの方
向（４２、４４）での伸縮可能性が、前記第１伸縮領域（６０；１３２）の伸縮可能性よ
りも小さい、
緊締装置（２０；１００；１２２；１３０）において、
　前記緊締装置（２０；１００）が少なくとも１つの保持部（８４；１０４）を含み、該
少なくとも１つの保持部（８４；１０４）が前記支持体（４６）に固定されること、及び
　前記標識装置（２２）又は前記標識装置（２２）の標識要素が、前記保持部（８４；１
０４）の前記支持体（４６）から離れる方を向く側で、力ロック式及び／又はポジティブ
ロック式により固定される又は固定可能であること、
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を特徴とする緊締装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の緊締装置であって、前記少なくとも１つの第２伸縮領域（６２；１３
４）の、前記支持体（４６）の広がりの表面において互いに対して角度を成して、特に交
差方向に整列する二方向（４２、４４）での伸縮可能性が、前記第１伸縮領域（６０；１
３２）の伸縮可能性よりも小さいこと、を特徴とする緊締装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の緊締装置であって、
　前記少なくとも１つの第２伸縮領域（６２；１３４）が、前記第１伸縮領域（６０；１
３２）を包囲すること、及び／又は
　前記支持体（４６）が、平面視において、矩形の又は略矩形の輪郭を有すること、
を特徴とする緊締装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の緊締装置であって、
　前記支持体（４６）が、編物（５８）、経編物、又は織物の形態のテキスタイル材料（
５６）であること、又は、
　前記支持体（４６）がこのようなテキスタイル材料（５６）を含み、好ましくは、前記
第１伸縮領域（６０；１３２）と前記少なくとも１つの第２伸縮領域（６２；１３６）と
が、編成、経編成、又は製織により互いに接合されること、
を特徴とする緊締装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の緊締装置であって、前記第１伸縮領域（６０；１３２）及び前記少な
くとも１つの第２伸縮領域（６２；１３４）の異なる伸縮可能性が、編物、経編物、又は
織物の種類により、特に、前記テキスタイル材料（５６）の糸の連結、及び／又は数、及
び／又はストラクチャの種類により、実現されること、を特徴とする緊締装置。
【請求項６】
　請求項４又は５に記載の緊締装置であって、
　前記第１伸縮領域（６０；１３２）が、綾織の編物（５８）であり又は綾織の編物を含
むこと、及び／又は、
　前記少なくとも１つの第２伸縮領域（６２；１３４）が、半管状織の編物（５８）であ
る又は半管状織の編物を含むこと、
を特徴とする緊締装置。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の緊締装置であって、前記緊締装置（２０；１００
；１２２；１３０）が、包帯（４０）、該包帯（４０）は、開放した解放状態から自らの
内部で閉じた適用状態へと転移可能であると共に、前記適用状態において該包帯を固定す
るための１つ以上の固定要素（７２、７４、７６）を含む、として構成される、又はこの
ような包帯（４０）を含み、好ましくは、前記適用状態における前記包帯（４０）の長さ
部分が、前記身体部分（１６）上で確実嵌合するように適合可能であること、を特徴とす
る緊締装置。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の緊締装置であって、前記緊締装置が、自らの内部
で閉じた管状包帯として構成される、又はこのような自らの内部で閉じた管状包帯を含む
こと、を特徴とする緊締装置。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の緊締装置であって、前記支持体（４６）が、前記
身体部分（１６）を向く側（３８）に摩擦係数増加要素（６４）を有すること、を特徴と
する緊締装置。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の緊締装置であって、前記少なくとも１つの保持部
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（８４；１０４）が変形可能な構成であり、前記保持部（８４；１０４）の前記支持体（
４６）を向く側での変形可能性が、好ましくは、前記保持部（８４；１０４）の前記支持
体（４６）から離れる方を向く側でよりも大きいこと、を特徴とする緊締装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の緊締装置であって、前記保持部（８４）が、２つ以上の層（８６、
８８、９０）が上下に横たわる層構造を有し、前記層（８６、８８、９０）が異なる変形
可能性を有すること、を特徴とする緊締装置。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の緊締装置であって、前記保持部（１０４）が、
キャビティ（１０８）を含む多孔質ストラクチャを有し、前記保持部（１０４）内のキャ
ビティ（１０８）の平均寸法が、前記支持体（４６）から離れる方を向く側では前記支持
体（４６）を向く側でよりも小さいこと、を特徴とする緊締装置。
【請求項１３】
　医療用参照装置であって、
　該参照装置が、少なくとも２つ以上の外科用標識要素（２４、１２８）を備えた標識装
置（２２；１２４）を含み、前記少なくとも２つ以上の外科用標識要素（２４、１２８）
が、放射線を反射及び／又は放出すると共に患者（１４）の身体上の参照を規定するため
の標識要素アレイ（２６）を形成するように構成され、
　該参照装置が更に、請求項１～１２のいずれか１項に記載の緊締装置（２０；１２２）
を含み、前記標識装置（２２；１２４）が、前記緊締装置（２０；１２２）に好ましくは
解放可能に固定可能である又は固定される、
参照装置。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の参照装置であって、
　前記標識要素アレイ（２６；１２９）が剛性の構造であり、前記標識要素（２２；１２
８）が、互いにしっかり接続されると共に、前記緊締装置（２０；１２２）に一緒に固定
可能であること、又は
　前記標識要素アレイが非剛性の構造であり、２つ以上の標識要素が、互いに対して適所
で変更可能であること、
を特徴とする参照装置。
【請求項１５】
　医療機器であって、
　請求項１～１２のいずれか１項に記載の緊締装置と、前記緊締装置が空間移動すると患
者（１４）の身体部分（１６）に取り付けられた前記緊締装置（２０；１００；１２２；
１３０）の画像を検出可能である光検出ユニット（１５６）と、該画像に関する画像信号
を前記光検出ユニット（１５６）により提供されるように適合されているデータ処理装置
（１５２）とを含み、
　前記データ処理装置（１５２）が、前記画像信号に基づいて前記支持体（４６）を異な
る変形領域に分割するように構成及びプログラムされ、前記緊締装置（２０；１００；１
２２；１３０）の移動が測定可能である結果として、少なくとも２つの変形領域が変形に
関して相違する、
医療機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は患者の身体部分に、特に大腿に、２つ以上の標識要素を含む医療用標識装置を
非侵襲的に緊締するための医療用緊締装置であって、表面上を互いに角度を成して整列す
る２つの広がり方向に延びると共に、標識装置が固定される又は固定可能である身体部分
の輪郭に形状が適合可能である支持体を含む緊締装置に関する。
【０００２】
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　本発明は、緊締装置及び標識装置を備えた医療用参照装置にも関する。
【０００３】
　本発明は更に、医療機器に関する。
【背景技術】
【０００４】
　医療用参照装置が知られている。医療用参照装置は、例えば膝プロテーゼにおいて、外
科医が人工膝関節を移植することを容易にするために使用される。参照装置は、その空間
移動がナビゲーションシステムにより追跡される互いに対して堅く配置された標識要素を
備えた標識装置（いわゆる「剛体」）を含む。極力高い精度を達成するために、標識装置
は、緊締装置、普通は骨ねじを用いて大腿骨に又は脛骨にねじ付けられ、これによって、
大腿骨に又は脛骨にしっかりと固定される。ところが、このことにより外科医及び患者に
は不安の念を持つ者もある、少なからぬ程度の侵襲性による介入が起きる。
【０００５】
　侵襲性を低減するために、大腿部（この場合、大腿）又は脛部（この場合、下腿）の周
りに置かれたスリーブ上に剛体を固定することが知られており又は大腿部上又は脛部上に
置かれたプレート上に剛体を装着することが知られている。プレートはそれぞれの身体部
分にバンドを用いて固定される。スリーブは、表面上を延びる支持体を備えた、冒頭で言
及した種類の緊締装置を含む又は形成する。この支持体は、その本来は平面である形状か
ら変形を受けることができ、身体部分へ確実嵌合できるように身体部分（例えば大腿部又
は脛部）の輪郭に適合することができる。
【０００６】
　支持体も知られている。支持体は身体部分に接着接続することができ、支持体には標識
装置が固定される。
【０００７】
　このような非侵襲的緊締装置を用いると、特に身体部分の空間移動が検出されるべき際
に、皮膚及び筋肉の移動、並びに軟組織変位が支持体を介して標識装置に伝達されるとい
う問題が実際上生じる。これによって、ナビゲーション支援型の操作が依拠すべきである
標識装置の‐故に身体部分の‐位置データの精度が損なわれる。
【０００８】
　医療用ナビゲーションシステムを用いて、身体部分に非侵襲的に取付け可能な緊締装置
を介して、術前及び術後に患者データを検出することも望ましいであろう。これによって
外科的処置の時間を低減することができる。というのも、そのために必要なデータが術前
に既に利用可能であり、術中に最初に測定される必要がないからである。手術の出来を術
後に容易に監視することができる。いずれの場合も、それでなければ利用される電離撮像
法、例えばＸ線又はＣＴに取って代えることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】US 4 492 227 A
【特許文献２】US 6 050 967 A
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、それを使用して前記非侵襲的に得られる位置データがより高い精度を
有する一般的な緊締装置、参照装置、及び機器を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　この目的は冒頭で言及した種類の緊締装置に関して、本発明によれば、前記支持体が、
その広がりの表面において弾力的に伸縮可能であると共に、第１伸縮領域及び少なくとも
１つの第２伸縮領域を含み、第２伸縮領域の前記支持体の広がりの表面における少なくと
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も１つの方向での伸縮可能性が、前記第１伸縮領域の伸縮可能性よりも小さいという点で
成就される。
【００１２】
　本発明による前記緊締装置の前記支持体は、弾力的に伸縮可能である。従って、この支
持体を前記身体部分（例えば大腿部又は脛部）に張力下に緊締することができる。これに
よって、実際に分かるように、前記支持体の膨張下に前記皮膚、軟部、及び筋肉を圧縮す
ることができる。このことにより、前記身体部分の互いに対する移動を低減することが可
能になる。これによって、前記支持体上に故に前記標識装置上に前記身体部分により誘起
される前記移動をも低減することができる。更に、前記支持体は第１及び少なくとも１つ
の第２伸縮領域を含む。第１及び少なくとも１つの第２伸縮領域は、前記支持体の広がり
の表面における少なくとも１つの方向へのその伸縮可能性に関して相違する。伸縮可能性
の異なる伸縮領域を提供することにより、前記皮膚、軟部、及び筋肉が異なる圧縮を受け
ることが可能である。これによって、実際に分かるように、これらの身体部分が前記支持
体上で互いの間に移動を誘起することをかなり低減することができる。また、皮膚、筋肉
、及び軟部の互いの間での移動を、実質、前記支持体内で吸収することができる。前記支
持体の区域に前記標識装置が固定されることにより、得られた前記データの前記精度を増
すことができる。このことを外科医は、それ自体低移動度を受けるものとして認識する。
これによって、前記標識装置の前記骨、例えば大腿骨又は脛骨に関する安定した参照を達
成することができる。以下で説明するように、外科医がこのための技術的補助を利用する
ことが好ましい。
【００１３】
　好ましくは、前記少なくとも１つの第２伸縮領域の前記支持体の広がりの表面において
互いに対して角度を成して、特に交差方向にて整列する二方向での前記伸縮可能性は、前
記第１伸縮領域の伸縮可能性よりも小さい。これによって、前記伸縮領域の前記伸縮可能
性の差を増すことができる。これによって、実際に分かるように得られた前記位置データ
の前記精度を増すことができる。
【００１４】
　当然ながら、前記少なくとも１つの第２伸縮領域の前記支持体の広がりの表面における
方向での前記伸縮可能性は、前記第１伸縮領域の前記伸縮可能性よりも小さいことを実現
することができる。第１伸縮領域の方向は、最後に言及した前記緊締装置の前記有利な実
施形態における前記二方向に対して角度を成して整列する。特に、第１伸縮領域の方向は
、前記最後に言及した実施形態の前記二方向を重ね合わせたものである。
【００１５】
　前記支持体の広がりの表面における、前記少なくとも１つの第２伸縮領域が前記第１伸
縮領域よりも低い伸縮可能性を有する前記少なくとも１つの方向は、例えば、前記支持体
の前記２つの広がり方向のうちの１つである。前記緊締装置が大腿又は脛部に適用され、
このことにより前記支持体の変形が生じる際、前記第１広がり方向が、例えば大腿又は脛
部の周方向に延びる。前記緊締装置が大腿又は脛部に適用される際、例えばその長手方向
には、前記第１広がり方向に対して交差方向に整列する前記支持体の第２広がり方向が延
びることができる。
【００１６】
　本発明による前記緊締装置の有利な実施形態において、厳密に１つの第２伸縮領域が設
けられる。それに応じて、前記支持体は第１伸縮領域及び第２伸縮領域を含むことができ
る。
【００１７】
　前記第１伸縮領域及び／又は前記少なくとも１つの第２伸縮領域が、自らの内部で連続
していることが好都合であると分かる。
【００１８】
　前記緊締装置の異なる有利な実施形態において、前記第１伸縮領域及び／又は前記少な
くとも１つの第２伸縮領域が空間的に互いと別々である区域を有することができることを
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実現することができる。
【００１９】
　前記緊締装置の実際に好都合な実施において、前記少なくとも１つの第２伸縮領域が前
記第１伸縮領域を包囲することが有利である。例えば、前記少なくとも１つの第２伸縮領
域は、前記支持体の表面において前記第１伸縮領域用の外被を形成する。前記少なくとも
１つの第２伸縮領域は、特に前記支持体の縁部を形成することができる。この縁部は、前
記第１伸縮領域を囲む。
【００２０】
　前記支持体は、平面視において、矩形の又は略矩形の輪郭を有することができる。例え
ば、このことは以下で説明するように、前記支持体が前記緊締装置により構成される包帯
の区域又は構成要素である場合とすることができる。
【００２１】
　前記緊締装置の有利な実施において、前記第１伸縮領域が、前記支持体の表面の平面視
において、矩形の又は略矩形の輪郭を有することが好都合であると分かる。このことは上
で言及したように、特に前記少なくとも１つの第２伸縮領域が前記第１伸縮領域を囲んで
前記支持体の縁部を形成する際に有利である。
【００２２】
　前記緊締装置の異なる実施において、前記第１伸縮領域が前記支持体の表面の平面視に
おいて、２つの拡張区域と、これらの拡張区域間に配置される狭窄区域とを備えた先細の
輪郭を有することが有利である。前記緊締装置のこのような構成は、例えば、特に包帯の
形態の大腿緊締装置において使用される。拡張区域‐狭窄区域‐拡張区域を備えた前記第
１伸縮領域の配向は、好ましくは大腿部の前記長手方向にある。
【００２３】
　前記支持体が、編物、経編物、又は織物の前記形態のテキスタイル材料であり、又は、
前記支持体がこのようなテキスタイル材料を含むことが特に好都合であると分かる。この
ことにより、前記第１及び前記少なくとも１つの第２伸縮領域の前記伸縮可能性を、製造
の観点から単純な仕方で提供し、互いと異なるように構成することができる。前記テキス
タイル材料用の糸状の出発材料は、天然繊維、及び／又は化学繊維、及び／又は弾力的な
糸を含む又はこれらから成ることができる。
【００２４】
　前記第１伸縮領域と前記少なくとも１つの第２伸縮領域とが、編成、経編成、又は製織
より互いに接合され、それに応じて共に編成され、経編成され、又は製織されることが有
利である。このことにより前記伸縮領域及び前記支持体を、調和した単一の製造工程にお
いて編成し、経編成し、又は製織することが可能になる。特に前記伸縮領域を互いとは別
々に製造し、これらの伸縮領域を共に異なる仕方で、例えば縫合により接合することは不
要である。
【００２５】
　前記第１伸縮領域及び前記少なくとも１つの第２伸縮領域の異なる伸縮可能性は、好ま
しくは編物、経編物、又は織物の種類により、特に前記テキスタイル材料の前記糸の連結
、及び／又は数、及び／又はストラクチャの種類により実現される。従って、前記第１及
び前記少なくとも１つの第２伸縮領域について、前記糸の連結が互いと相違する異なる織
り方を使用することが可能であり、これによって前記伸縮可能性に影響を与えることがで
きる。また前記伸縮領域において、その伸縮可能性に影響を与えるために、糸密度、使用
する糸材料、特に糸伸縮可能性、及び／又は使用する糸の前記数を、異なるものにするこ
とができる‐例としてであり決定的なものではない‐。
【００２６】
　前記緊締装置の実際の実施において、前記第１伸縮領域が、綾織の（特に弾力的な糸を
用いた）又は高二重伸縮弾力性のある異なる織り方（例えばひだ織）の編物であり又はこ
の編物を含み、及び／又は、前記少なくとも１つの第２伸縮領域が、半管状織の又は低二
重伸縮弾力性のある異なる織り方（例えば、弾力的な糸のない右‐右織、ジャカード織、
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ミラノリブ織）の編物である又はこの編物を含むことが好都合であると分かる。前記第１
伸縮領域の高伸縮可能性は、例えば前記第１伸縮領域において弾力的に伸縮可能な編糸を
使用することにより、達成することができる。
【００２７】
　前記緊締装置が包帯として構成され又はこのような包帯を含み、この包帯が開放した解
放状態から、自らの内部で閉じた適用状態へと転移可能であると共に、前記適用状態にお
いて前記包帯を固定するための１つ以上の固定要素を含むことが有利である。前記支持体
は、例えば固定要素が取付けられ、前記閉鎖した輪状の適用状態において前記包帯がそれ
を用いて固定可能である前記包帯の区域を形成することができる。同じ目的で前記包帯又
はホックを締めるために、前記固定要素は、例えば、ストラップ、ループ、又は前記スト
ラップがそれを通過することのできるアイレットを含む。固定要素の更なる例として、例
えば前記ストラップを自らの内部で固定するためのスナップ、フック‐ループファスナ、
又は接着層がある。前記包帯を前記身体部分に、特に大腿部に、前記第１及び前記少なく
とも１つの第２伸縮領域を伸縮させてぴんと適用できるようにするために、有利な実施は
ストラップ及びループを含む。
【００２８】
　前記適用状態における前記包帯の長さ部分は、有利なことに前記身体部分上で確実嵌合
するように適合可能である。この目的で前記ストラップがそこを通過できるように、例え
ば、ストラップ及びループの前記形態の固定要素が相互作用することができる。前記スト
ラップは自らの内部で、例えばフック‐ループファスナによって固定することができる。
【００２９】
　異なる有利な実施において、前記緊締装置が、自らの内部で閉じた管状包帯として構成
される又はこのような自らの内部で閉じた管状包帯を含むことが好都合である。前記管状
包帯は膨張し、これによって伸縮を受け、前記身体部分上を滑ることができる。この管状
包帯は、全体的に又はその区域が前記支持体により形成される。このことにより、前記管
状包帯を確実嵌合により前記身体部分上で固定し、前記身体部分を圧縮することが可能で
ある。
【００３０】
　前記包帯は、好ましくは大腿包帯である。前記大腿包帯は、縁部に、膝蓋骨又は膝蓋骨
上に配置された軟組織が中で係合することのできる凹部を有することができる。このこと
により、前記大腿包帯を、前記身体部分、ここでは大腿部に対して、規定のやり方で整列
させることが可能になる。前記凹部の前記縁部に、前記大腿包帯の低変形可能性を備えた
区域を配置することができる。前記包帯が適用される際、この区域は四頭筋の腱上に位置
決めすることができる。この点で、前記標識装置又はその標識要素は好ましくは、前記支
持体に固定される。というのも、四頭筋の腱上では前記支持体内での移動がほとんどなく
、身体部分の前記標識装置への移動の伝達を低く保つことができるからである。
【００３１】
　前記緊締装置は、薄片状の構成とすることもできる。例えば前記支持体は、患者の身体
に接着結合することができる。
【００３２】
　前記支持体が、前記身体部分を向くその側に摩擦係数増加要素を有することが好都合で
ある。前記摩擦係数増加要素は、前記支持体上で不均一に配置することができる。このこ
とは、皮膚、筋肉、又は軟部が前記摩擦係数増加要素を介して付加的に緊張することを可
能にする。このことは、特に前述した包帯のうちの１つに関して有利であると分かる。前
記緊締装置は、前記身体部分上で前記摩擦係数増加要素の前記領域において、前記緊締装
置がぴんと適用される際であっても、前記身体部分の血行を停止させることなく付加的に
安定させることができる。前記標識装置上への移動の伝達を低減するために、好ましくは
、前記身体部分を互いに対して、より的を絞ったやり方で前記摩擦係数増加要素を介して
移動させることを前記支持体に導入し、そこで移動を吸収させることが可能である。
【００３３】



(8) JP 6490708 B2 2019.3.27

10

20

30

40

50

　摩擦係数増加要素は、前記第１伸縮領域に及び／又は前記第２伸縮領域に配置すること
ができる。
【００３４】
　前記摩擦係数増加要素は、好ましくはシリコーン材料製である又はこのようなシリコー
ン材料を含む。
【００３５】
　前記摩擦係数増加要素は、異なる形状及び／又は異なる寸法を有することができる。例
えば、前記摩擦係数増加要素は点状であり、例えば凡そピンヘッドの前記寸法である。
【００３６】
　摩擦係数増加要素として、少なくとも１つの糸を設けることができる。少なくとも１つ
の糸は、前述したテキスタイル材料に織り込まれ、例えば編物内に編成される。前記糸は
例えばシリコーン材料から成る。
【００３７】
　摩擦係数増加要素は、好ましくは前記支持体の少なくとも１つの縁部に沿って又は縁部
と平行に配置される。例えば、包帯内でその適用状態に関して前記包帯の前記周方向にお
いて、前記支持体の前記縁部に摩擦係数増加要素を配置することができる。
【００３８】
　前記支持体の互いに平行に延びる２つの対向する縁部に、摩擦係数増加要素が設けられ
ることが好都合である。例えば、前記包帯の対向する縁部に前記適用状態においてその周
方向に沿って、摩擦係数増加要素が存在する。
【００３９】
　別法として又は付加的に摩擦係数増加要素が設けられると共に、間には摩擦係数増加要
素の設けられない前記支持体の区域が配置される前記支持体の２つの区域が、１つの縁部
に設けられることを実現することができる。特に、摩擦係数増加要素のない前記支持体の
区域を、包帯の前述した凹部の前記縁部に設けることができる。
【００４０】
　最後に言及した前記有利な実施形態において、摩擦係数増加要素のない前記区域では、
前記身体部分、例えば大腿と前記支持体との間の摩擦を低減することができる。このこと
は、例えば脚部が伸長及び屈曲する場合に有利であると分かる。これによって、前記区域
の前記領域では、前記支持体は摩擦係数増加要素の設けられた区域よりも少ない程度、前
記皮膚により係合する。結果として、摩擦係数増加要素のない前記区域は大腿上で空間的
に安定していると分かり得るため、前記支持体上で、この区域の前記領域において前記皮
膚から離れる方を向くその側に配置された標識装置は、大腿骨に関して有効な参照を表す
ことができる。というのも、前記脚部が伸長及び屈曲する場合にも標識装置が大腿骨に対
する前記位置を維持することができるからである。
【００４１】
　前記緊締装置は、好ましくは少なくとも１つの保持部を含み、少なくとも１つの保持部
は前記支持体に固定され、好都合なことに、前記標識装置又は前記標識装置の標識要素は
、好ましくは、前記保持部の前記支持体から離れる方を向く側で、力ロック式及び／又は
ポジティブロック式により解放可能に固定される又は固定可能である。前記保持部は、前
記第１及び／又は前記少なくとも１つの第２伸縮領域に固定することができる。
【００４２】
　上述したように、包帯の場合、前記保持部は好ましくは、前記支持体上の凹部の縁部に
又は縁部の近くに配置される。前記保持部は、好都合なことに本明細書による前記包帯が
大腿部に適用される際、前記四頭筋の腱上に配置される。
【００４３】
　前記保持部は、好ましくは前記支持体を向く側により前記支持体に係合する又は前記支
持体内に埋め込まれる。テキスタイル材料が設けられる場合、前記保持部は、例えば前記
支持体内に埋め込み、これによって前記支持体に繋止することができる。
【００４４】
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　前記保持部が非剛性であることが有利であると分かる。これによって、前記支持体の移
動の前記標識装置上又は前記標識要素上への直接的な伝達を回避することができる。
【００４５】
　従って、前記少なくとも１つの保持部が変形可能な構成であり、前記保持部の前記支持
体を向く側での前記変形可能性が、好ましくは前記保持部の前記支持体から離れる方を向
く側でよりも大きいことが好都合であると分かる。それに応じて、前記保持部の前記変形
可能性を、前記支持体から前記標識装置又は前記標識要素まで減少させ、前記保持部の硬
度を増すことができる。これによって、前記支持体内での移動を前記保持部により吸収す
ることができる。一方、保持部の変形可能性が減少するおかげで、移動は前記標識装置に
又は前記標識要素に伝達されない又は僅かな程度にしか伝達されないため、その移動を低
減し前記位置データの前記精度を増すことができる。
【００４６】
　２つ以上の層が上下に横たわる層構造を前記保持部が有し、前記層が異なる変形可能性
を有することを実現することができる。上で言及したように、前記層のうちの１つを前記
支持体内、例えばテキスタイル材料内に埋め込むことができる。前記層は、例えばシリコ
ーン材料製である又はシリコーン材料を含む。
【００４７】
　別法として又は付加的に、前記保持部がキャビティを含む多孔質ストラクチャを有し、
前記保持部内のキャビティの平均寸法が、前記支持体から離れる方を向くその側では前記
支持体を向くその側でよりも小さいことを実現することができる。結果として、前記標識
装置又は前記標識要素の配置される前記支持体から距離をおいたところでよりも前記支持
体の近くでより変形可能な前記保持部を構成することも可能である。
【００４８】
　前記標識装置又は前記標識要素が、前記保持部に直接取付けられることが考えられる。
【００４９】
　前記保持部の前記支持体から離れる方を向く前記側では、前記標識装置又は前記標識要
素が固定される又は固定可能である保持要素が前記保持部内に固定される又は埋め込まれ
ると有利であると分かる。例えば前記保持要素は、前記保持部の前述した層のうちの１つ
に埋め込まれる。前記保持要素は、前記標識装置上で又は前記標識要素上で、例えばねじ
込み、締付け、又は錠止によって、対応する取付け要素と相互作用することができる。磁
石、フック‐ループファスナを使用した接続、又は接着による接続も可能である。概して
、前記標識装置又は前記標識要素のポジティブロック式及び／又は力ロック式での取付け
を実現することができる。
【００５０】
　冒頭で言及したように、本発明は医療用参照装置にも関する。一般的な医療用参照装置
は、少なくとも２つ以上の外科用標識要素を備えた標識装置と、緊締装置とを含む。少な
くとも２つ以上の外科用標識要素は、放射線を反射及び／又は放出すると共に、患者の身
体上の参照を規定するための標識要素アレイを形成するように構成される。標識要素アレ
イを用いれば、前記緊締装置を使用して達成可能な前記利点が達成可能である。
【００５１】
　冒頭で言及した目的は、このような参照装置に関して、本発明によれば、前記緊締装置
が前述した種類の緊締装置であり、前記標識装置が前記緊締装置に、好ましくは解放可能
に固定可能である又は固定されるという点で成就される。
【００５２】
　前記標識要素アレイは剛性の構造とすることができ、前記標識要素は、互いにしっかり
と接続されると共に、前記緊締装置に一緒に固定可能とすることができる。
【００５３】
　別法として、前記標識要素アレイは非剛性の構造であり、２つ以上の標識要素は互いに
対して適所で変更可能とすることができる。例えば、前記標識要素は互いとは別々に位置
決め可能であり、特に前記支持体上で個々に固定可能である。
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【００５４】
　前記標識装置が前記身体部分に対して、極力少ない重量、極力小さい寸法、特に、極力
低い高さを有することが有利である。これによって、得られた前記位置データの前記精度
を増すことができる。
【００５５】
　例えば、前記標識要素が固定されるプレート状の担持要素を前記標識装置が含むことを
実現することができ、その結果として前記標識装置は、低い構造高さを有する。これによ
って、前記緊締装置に固定された前記標識装置の参照されるべき前記身体部分に対する前
記距離を極力小さく保つことができる。
【００５６】
　前記標識装置、特にその標識要素を、前述した保持部に特に前記保持要素に固定するこ
とができる。
【００５７】
　この目的で、前記標識装置又は前記２つ以上の標識要素が取付け要素を含むことができ
る。
【００５８】
　別法として、前記支持体に固定するための取付け要素を設けることができる。
【００５９】
　この場合取付け要素として、例えば錠止要素、締付け要素、フック‐ループファスナ、
又は磁石を使用することができる。
【００６０】
　本発明は、更に緊締装置を含む医療機器に関する。冒頭で言及した目的は、本発明によ
れば、前述した種類の緊締装置と、前記緊締装置が空間移動すると患者の身体部分に取付
けられた前記緊締装置の画像を検出可能である光検出ユニットと、この画像に関する画像
信号が前記光検出ユニットにより提供されるように適合されているデータ処理装置とを含
む機器であって、前記データ処理装置が前記画像信号に基づいて、前記支持体を異なる変
形領域、つまり前記緊締装置の移動が測定可能である結果としてその変形に関して相違す
る少なくとも２つの変形領域に分割するように構成及びプログラムされる機器により成就
される。特に前記機器は、外科医が変形の少ない１つ以上の領域を識別し、この領域に前
記標識装置又は標識要素を固定することを支持することができる。
【００６１】
　比較的変形の少ないこのような領域は、前記第１及び／又は前記少なくとも１つの第２
伸縮領域と相違させることができる。
【００６２】
　一方、特に前記変形領域を測定するために、前記支持体の伸縮を「変形」とみなすこと
ができる。
【００６３】
　前記変形領域を測定するために、前記データ処理装置は、前記身体部分が移動する際に
前記支持体のどの領域が比較的僅かな程度の変形を受けるかを前記検出ユニットの前記画
像信号に基づいて自動的に判断する画像処理プログラムを含むことができる。この目的で
前記画像処理プログラムは、例えば有限要素法を利用することができる。
【００６４】
　前記機器は、好都合なことに、互いからの視覚的区別用に前記変形領域が特徴付けられ
る前記支持体の画像を前記データ処理装置がその上で表すディスプレイユニットを含む。
これによって、前記異なる変形領域を外科医により容易に認識することができる。
【００６５】
　好ましくは、前記支持体の少なくとも１つの更なる領域の前記変形よりもその前記変形
が少ない変形領域に標識装置又は標識要素を固定する表示を出力することが前記ディスプ
レイユニットにて可能である。これによって、外科医にとって前記標識装置又は前記標識
要素の位置決めが促進される。
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【００６６】
　前記データ処理装置は、例えば１つ以上の色又は前記変形領域を分割するための前記支
持体の表面ストラクチャ、特に糸の色、又はテキスタイル材料として構成される又はこの
ようなテキスタイル材料を含む支持体の糸の織り方の結果としての表面ストラクチャを使
用することができる。それに応じて前記データ処理装置は、例えば編物の表面が変化しな
い又は僅かな程度にしか変化しない変形領域を分割し、このような領域を変形可能性の僅
かな変形領域と見做すことができる。この目的で、前記テキスタイル材料、特に前記編物
が高コントラストのパターンを有することが好都合である。この高コントラストは、例え
ば前記糸の色に例えば黒‐白の糸が使用されることにより可能になる。
【００６７】
　前記データ処理装置が携帯式である、及び／又は前記データ処理装置に前記ディスプレ
イユニット及び／又は前記検出ユニットが一体化されることが好ましい。例えば、タブレ
ットコンピュータ又はスマートフォンの前記形態の可動性の携帯式装置が使用される。
【００６８】
　本発明の好適な実施形態の以下の記載は、図面と合わせると、本発明をより詳細に説明
するように働くことになる。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】本発明による緊締装置を備えて患者に固定された本発明による参照装置を含む医
療用ナビゲーションシステムの斜視図。
【図２】包帯として構成される図１の緊締装置の第１側の平面図。
【図３】緊締装置の第１側に対置される第２側の平面図。
【図４】概略的に示される患者の大腿の図であり、患者の大腿に参照装置が固定される。
【図５】図４の線５‐５に沿った（部分）断面図。
【図６】図５に対応する、緊締装置及び参照装置の異なる実施形態における図。
【図７】緊締装置及び参照装置の更なる実施形態の平面図。
【図８】緊締装置の更なる実施形態の平面図。
【発明を実施するための形態】
【００７０】
　図１は、医療用ナビゲーションシステム１０、及び、手術台１２に横たわる大腿部（こ
の場合、大腿）１６をもつ患者１４の斜視図を示す。ナビゲーションシステム１０は、参
照符号１８で表す、本発明による参照装置の有利な実施形態を含む。参照装置１８は、大
腿部１６に非侵襲的に固定可能である本発明による緊締装置２０、及び医療用標識装置２
２の、有利な実施形態を含む。標識装置２２は、標識要素２４（図５）を備えたいわゆる
「剛体」として構成される。標識要素２４は、互いに対して動かないように配置され、大
腿部１６上に剛性の標識要素アレイ２６を形成する。
【００７１】
　大腿部１６が空間移動すると、標識装置２２も移動する。標識要素２４により反射され
た放射線を、ナビゲーションシステム１０の検出装置２８により検出することができる。
放射線は検出装置２８により放出される。この目的で、検出装置２８はステレオカメラ３
０を含む。検出装置２８の位置データが、ナビゲーションシステムのデータ処理装置３２
に送信される。データ処理装置３２は、位置データに基づいて、標識装置２２の故に大腿
部１６の空間における位置及び配向を計算する。この位置及び配向に関する情報を、ナビ
ゲーションシステム１０のディスプレイ装置３４上に表すことができる。
【００７２】
　参照装置１８を備えたナビゲーションシステム１０は、例えばナビゲーション支援型の
人工膝関節の移植用に使用することができる。以下で説明する理由で、特に参照装置１８
を、術前、術中、及び術後に使用することが可能である。
【００７３】
　図２及び図３は、緊締装置２０を第１側（以下、上側３６）及び第２側（以下、下側３
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８）の平面図において概略的に示す。本明細書による緊締装置２０及び参照装置１８が使
用される際、下側３８は大腿部１６を向き、上側３６は大腿部１６から離れる方を向く。
【００７４】
　緊締装置２０は、この場合包帯４０として、特に圧縮包帯として構成される。包帯４０
は、標識装置２２用に表面上を互いに対して交差方向に整列する２つの広がり方向４２、
４４に延びる支持体４６を含む。包帯４０が支持体に適用される際、支持体４６は形状に
おいて変更可能であり、大腿部１６の輪郭に適合可能である。従って、支持体４６は全体
としては包帯４０のように、大腿部１６に確実嵌合により適用することができるのであり
、大腿部を包囲することができる。本明細書による使用中、包帯４０が大腿部１６に適用
され、支持体４６が変形を受ける際、広がり方向４２は大腿部１６の周方向に走り、広が
り方向４４は大腿部１６の長手方向に走る。
【００７５】
　支持体４６は平面視において略矩形形状であり、２つの長手方向側４８、４９は、広が
り方向４２において互いに平行に延び、交差方向側５０、５１は広がり方向４４において
互いに平行に延びる。長手方向側４９はその中間区域に弓形の湾曲５２を有するのであり
、そのため支持体４６の縁部で湾曲５２の領域には凹部５４が配置される。
【００７６】
　この場合、支持体４６は編物５８として構成されたテキスタイル材料５６である。従っ
て、支持体４６は故に包帯４０は、製造の観点から、単純かつ費用効果的に生産すること
ができる。この場合、編物５８は異なる織り方である２つの領域を有し、従って使用する
織り方及び糸が異なるおかげで、支持体４６はその領域に、異なる特徴を有する。
【００７７】
　特に編物５８は、支持体４６がその広がりの表面において、互いに対して交差方向に整
列する二方向へと、特に広がり方向４２及び広がり方向４４へと弾力的に伸縮可能である
ように作成される。以下でより詳細に説明するように、包帯４０を適用する際、大腿部１
６を圧縮するために、支持体４６は伸縮することができる。
【００７８】
　編物５８は、支持体４６の平面視において略矩形形状を有する第１伸縮領域６０を有す
る。伸縮領域６０は支持体４６の中央に位置し、第２伸縮領域６２により包囲される。伸
縮領域６２は、伸縮領域６０を囲み、伸縮領域の縁部を形成する。伸縮領域６２は、更に
長手方向側４８、４９、及び交差方向側５０、５１を形成する。
【００７９】
　編物５８の構成のおかげで、伸縮領域６０、６２は互いに、製造の観点から単純な仕方
で、編成により１回の作業で接続される。
【００８０】
　この場合、第１伸縮領域６０は二重の高伸縮弾力性の、例えば綾織の編物である。綾織
は、特に弾力的な編糸を有する。伸縮領域６２は、低弾力性の糸を用いた半管状織の編物
である。結果として、伸縮領域６０は、両広がり方向４２、４４に（及び、広がり方向４
２、４４の重ね合わせから生じ、支持体４６の表面においてこれらの方向に対してそれぞ
れ角度を成して整列する方向に）、伸縮領域６２よりも大きい伸縮可能性を有する。伸縮
領域６０の伸縮可能性は、広がり方向４４では広がり方向４２におけるよりも大きい。
【００８１】
　支持体４６は、下側３８に複数の摩擦係数増加要素６４（以下、単純にする目的で摩擦
要素６４）を有する。この場合、摩擦要素６４は点状であり、例えば凡そピンヘッドの寸
法である。摩擦要素６４は、好ましくはシリコーン材料製である。
【００８２】
　支持体４６は、長手方向側４８を有する縁部に摩擦要素６４を含む。摩擦要素６４は、
長手方向側４８と平行な二重列になって延び、互いから一様に離間する。摩擦要素は、実
質、支持体４６の長さ部分全体にわたって延び、両方の伸縮領域６０、６２に配置される
。
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【００８３】
　支持体４６は、長手方向側４９を形成する対向する縁部に各々が摩擦要素６４を備えた
第１区域６６及び第２区域６８と、これらの区域間に横たわる区域７０とを有し、区域７
０には摩擦要素６４がない。区域６６は、広がり方向４２において凹部５４と交差方向側
５０との間に配置され、区域６８は、凹部５４と交差方向側５１との間に配置される。区
域７０は、支持体４６の中央で凹部５４の長さ部分を幾分越えて延びる。各区域６６、６
８では、摩擦要素６４は長手方向側４９と平行な二重列になって延び、支持体４６上でそ
れぞれ互いから等距離の所に配置される。
【００８４】
　摩擦要素６４により、包帯４０と大腿部１６との間で局部的に摩擦を増加させることが
可能になる。区域７０の領域では、摩擦は特別に低く保たれる。
【００８５】
　包帯４０は、寸法を調整可能な包帯である。包帯は、図２及び図３に示す開放した解放
状態から、包帯４０が自らの内部で閉じた適用状態（図１、図４、図５）に転移可能であ
る。この目的で、包帯４０は固定要素、つまり、ストラップ７２と、このストラップと相
互作用するアイレット７４とを有する。ストラップ７２は、硬化要素７５を介して交差方
向側５０に固定されるのであり、（包帯４０が平坦に置かれる際には）広がり方向４２に
沿って延びる。
【００８６】
　硬化要素７５は、例えば、螺旋ばね又は例えばプラスチック製のストリップが中に配置
されたファブリックトンネルを含む。交差方向側５０の近くには、ストラップ７２上に、
フック‐ループファスナ７６の形態の固定要素が設けられ、フック‐ループファスナ７６
に自らの内部で閉じるやり方でストラップ７２を接着式に取付けることができる。
【００８７】
　アイレット７４は、保持区域７８の側に取付けられる。保持区域７８は、反対側で交差
方向側５１の硬化要素７９を介して支持体４６に接続される。硬化要素７９は、形態及び
機能において硬化要素７５に対応する。
【００８８】
　大腿部１６上で包帯４０を適用状態に転移するために、下側３８がその皮膚８０上に非
侵襲的に位置決めされる（図４）。包帯４０は伸縮領域６０、６２の弾力性とは逆に、好
ましくは広がり方向４２において伸縮される。包帯４０は大腿部１６上で、好ましくは膝
蓋骨８２上の軟組織が凹部５４に係合するように、位置決めされる。
【００８９】
　適用状態において、包帯４０はストラップ７２がアイレット７４を通して案内され、包
帯４０が緊張して自らの内部でフック‐ループファスナ４６に取付けられることにより固
定される。硬化要素７５、７９は、包帯が広がり方向４４においてその形状を維持し、支
持体が緊張に起因して先細にならないことを確実にする。
【００９０】
　膝蓋骨８２上の軟組織が凹部５４に係合する際、伸縮領域６０は、特に摩擦要素６４の
ない区域７０の領域において、大腿部１６の四頭筋の腱上に配置される。
【００９１】
　包帯４０、故に参照装置１８は、大腿部１６に患者に優しくかつ使い勝手のよい仕方で
非侵襲的に固定可能である。適用状態において、包帯４０は大腿部１６を圧縮する。これ
によって、皮膚、軟組織、及び筋肉の互いに対する移動、及び大腿骨に対する移動が制限
される。それ故に、包帯４０が大腿部１６に対して、特に大腿骨に対して移動する能力も
低減する。
【００９２】
　また、発生する皮膚、軟組織、及び筋肉の相対移動を、実質、支持体４６内で吸収する
ことができる。この目的で、支持体４６を、伸縮領域６０、６２を備えた編物５８として
製造することが特に有利であると分かる。伸縮領域６０、６２は、広がり方向４２、４４
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のうちの少なくとも１つへのその伸縮可能性に関して相違する。伸縮領域６０、６２は、
大腿部１６内での移動が支持体４６によりかなりの程度吸収されるように編成される。特
に、第１伸縮領域６０でその中央では（広がり方向４２に関して）、特に、支持体４６内
での移動がほとんど生じない。第１伸縮領域６０は、摩擦要素６４のない区域７０を含む
。摩擦要素６４、及びその支持体４６上での配置は、大腿部１６の特別な圧縮によって、
移動を支持体４６に特別に導入する包帯４０の能力を改良する。
【００９３】
　上で言及したように、摩擦要素６４のない区域７０を設けることは、大腿部１６と包帯
４０との間の摩擦を局部的に低く保つことができるという利点を有する。例えば、脚部が
伸長及び屈曲する間、区域７０の皮膚８０は支持体４６に僅かな程度にしか擦り付けられ
ないため、軟部が変位することにより、支持体４６は係合しない又は僅かな程度にしか係
合しない。従って、脚部が伸長又は屈曲する間、区域７０にある又はこの区域の近くにあ
る上側３６の標識装置が、大腿骨に対するその位置を維持することもできる有効な参照を
成すことができる。この目的で、支持体４６が広がり方向４２に沿ったものよりも大きい
、広がり方向４４に沿った伸縮可能性を有することも有利である。
【００９４】
　膝蓋骨８２又は膝蓋骨８２上の軟組織が四頭筋の腱上で凹部５４及び区域７０の領域に
配置される場合、この領域における支持体４６の移動は特に少ない。このことは、四頭筋
の腱の大腿部１６内の他の軟組織及び他の筋肉に対する可動性が比較的低い結果である。
【００９５】
　この理由で、緊締装置２０は、標識装置２２が固定可能である保持部８４を区域７０に
含む。図１～図３において保持部８４は図示しない。
【００９６】
　保持部８４は凡そ角錐台を成す角柱形状であり、支持体４６に、特に伸縮領域６０に固
定される。保持部８４は、第１層８６、第２層８８、及び第３層９０を備えた多層構造で
ある。この場合、層８６～９０は例えばシリコーン材料製である。これらの層が、異なる
変形可能性を有し、変形可能性が好ましくは層８６から層８８を介して層９０まで減少す
ると好都合である。これによって、依然として支持体４６で生じる移動を保持部８４内で
吸収することができるのであり、この移動は標識装置２２に僅かな程度にしか伝達されな
い又は伝達されない。保持部８４は、層８６を介して支持体４６の編物５８に係合し、編
物内に部分的に埋め込まれるのであり、これによって保持部８４が支持体４６に固定され
る。
【００９７】
　保持要素９２が層９０に固定され、保持要素９２には標識装置２２が固定される又は特
に解放可能に固定可能である。この場合、保持要素９２は層９０内に埋め込まれる、例え
ば注型される。標識要素アレイ２６は保持要素９２に、例えば、ねじ込み、締付け、錠止
、接着により、フック‐ループファスナ又は同様のものにより、力ロック式及び／又はポ
ジティブロック式で固定することができる。
【００９８】
　参照装置１８を患者１４に非侵襲的に緊締する可能性により、身体部分、例えば大腿部
１６等を、ナビゲーションシステム１０を用いて空間追跡する可能性が、患者にとって優
しいものとなる。上で言及したように、術前、術中、及び術後の使用が可能である。緊締
が患者に穏やかであるにも拘わらず、上で説明したような緊締装置２０の構成のおかげで
、十分に正確な参照を達成することができる。
【００９９】
　本発明による緊締装置及び参照装置の更なる好適な実施形態を以下で検討することにす
る。同じである又は同じ効果を有する特性及び構成要素については、大部分が同一である
参照符号を使用することにする。
【０１００】
　図６は、参照符号１００を付した緊締装置の第２の好適な実施形態を通る断面図を、図
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５と同様の仕方で概略的に示す。緊締装置１００は包帯４０を含む。包帯４０に取付けら
れるのは、その機能において保持要素９２に対応する保持部１０４である。図面には示さ
ない標識装置を保持部１０４に、例えばねじ込み、締付け、錠止、接着により、又はフッ
ク‐ループファスナにより、固定する又は特に解放可能に取付けることができる。
【０１０１】
　保持部１０４は上側３６に固定されるのであり、多孔質体１０６を含む。多孔質体１０
６は多数のキャビティ１０８を有する。多孔質体１０６は、キャビティ１０８の平均寸法
が、保持部１０４の支持体４６を向く側から、保持部１０４の支持体４６から離れる方を
向く側へと減少するように構成される。特に、平均寸法は連続的に減少させることができ
る。結果として、保持部１０４の変形可能性が、支持体４６を向く側から支持体４６から
離れる方を向く側へと減少し、保持部１０４は、支持体４６にて支持体から距離をおいた
ところでよりも軟らかくなる。従って、保持部８４を用いたときのように支持体４６の移
動を保持部１０４内で吸収することが可能であり、これによって、これらの移動は、保持
部１０４の支持体４６から離れる方を向く側の連結点１１０に固定可能である標識装置（
図示せず）に、伝達されない又は僅かな程度にしか伝達されない。例えば、標識装置２２
が使用される。
【０１０２】
　図７は、緊締装置１２２及び標識装置１２４を備えた更なる参照装置１２０を示す。緊
締装置１２２は、保持部８４が設けられていないことを別とすれば、構成において緊締装
置２０と同一である。
【０１０３】
　この場合、標識装置１２４はコンパクトな構造であり、凡そ台形形状であるプレート状
の担持要素１２６とこの担持要素の隅部に固定された標識要素１２８とを有する。これら
の要素は、剛性の標識要素アレイ１２６を形成する。標識装置１２４は、特に低い構造高
さを有し、比較的軽量である。慣性が低減されるおかげで、標識装置１２４と緊締装置１
２２との相対移動が特に少ない。構造高さが低いおかげで、標識装置１２４と支持体４６
との相対移動によってさえも、位置データの歪曲がほんの僅かなものにしかならず、従っ
て参照装置１２０を用いれば、大腿部１６を空間追跡する際、位置データを高精度にする
ことが達成可能である。構造的にいえば、標識装置１２４は支持体４６に例えば接着によ
り又はフック‐ループファスナにより、容易に固定することができる。
【０１０４】
　図８は、更なる緊締装置１３０を図２に対応する仕方で表す。緊締装置１３０は、大部
分は緊締装置２０と同一である。緊締装置は、保持部８４又は保持部１０４を含むことが
でき又は緊締装置１２２のように、保持部を持たなくてもよい。標識装置１２４は、例え
ば緊締装置１３０と相互作用して参照装置を形成することができる。
【０１０５】
　緊締装置１３０には２つの伸縮領域１３２、１３４が設けられ、２つの伸縮領域１３２
、１３４は伸縮領域６０、６２に対応する。伸縮領域１３４は伸縮領域１３２を包囲する
。伸縮領域１３２は、支持体４６の平面視において、２つの拡張区域１３６、１３８が互
いから距離をおいたところに配置された先細の輪郭を有する。これらの拡張区域間に狭窄
区域１４０が配置される。区域１３６～１４０は、広がり方向４２に沿って交差方向側５
０、５１間の中央に配置される。広がり方向４４では、拡張区域１３６は長手方向側４８
に隣接し、拡張区域１３８は長手方向側４９に隣接する。
【０１０６】
　緊締装置１３０は、そして緊締装置１２２も同じように、図面には示さないそのそれぞ
れの下側に摩擦要素を有する。
【０１０７】
　緊締装置２０と合わせて説明したような、達成可能な利点を緊締装置１００、１２２、
及び１３０を使用しても達成することができる。
【０１０８】
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　図８は、緊締装置１３０に加えて、この場合は緊締装置１３０並びにデータ処理装置１
５２を含む医療機器１５０を示す。データ処理装置１５２は、好ましくは手で保持可能か
つ携帯式であり、例えばタブレットコンピュータの形態である。それに応じて、データ処
理装置１５２は、好ましくは不可欠な構成要素としてディスプレイユニット１５４を包含
することができる。
【０１０９】
　データ処理装置１５２内に、図８に概略的に示す光検出ユニット１５６も一体化される
。光検出ユニット１５６は、特にデジタルカメラを含む。
【０１１０】
　機器１５０が使用中であるとき、検出ユニット１５６は、大腿部１６に固定された包帯
４０に特にその支持体４６に向けられる。支持体４６を異なる変形領域に分割できるかど
うかについて、検出ユニットにより提供される画像信号がデータ処理装置１５２により検
査される。大腿部１６が移動し、これに関連して皮膚、軟組織、筋肉、及び大腿骨が互い
に対して変位し、包帯４０が大腿部１６上で移動することがあり得る結果として、支持体
４６は、変形の異なる領域を有することができる。これらの領域は、伸縮領域１３２、１
３４とは相違してもよい。一方、上で既に説明したようにデータ処理装置１５２は、緊締
装置１３０に関して、例えば支持体４６のほとんど変形しない領域が伸縮領域１３２にて
凹部５４の近くに位置することを判定する。
【０１１１】
　変形領域を判定するために、データ処理装置１５２は織り方のおかげで、例えば変形領
域１３６、１４０の織り方が異なるおかげで、例えば支持体４６の、１つ以上の色又は表
面ストラクチャ、例えば支持体４６の糸の色又は表面ストラクチャを使用することができ
る。それに応じて、データ処理装置１５２は、支持体４６のどの領域が比較的僅かな程度
にしか変形しないのかを画像信号に基づいて自動的に判断する画像処理プログラムを包含
することができる。この目的で、例えば有限要素法が利用される。
【０１１２】
　操作者には、ディスプレイユニット１５４上で支持体４６の画像を示すことができる。
この画像において、好ましくは異なる変形領域が特徴付けられる。極力安定した参照を得
るために、標識装置、例えば標識装置１２４が、支持体４６上のどこに有利に置かれるべ
きかについての表示が操作者に与えられることが好都合である。
【０１１３】
　当然ながら、一体化されたデータ処理装置１５２は、緊締装置１００、１２２、及び２
０と共に使用することもできる。例えば参照装置１２０に関して、標識装置１２４は、緊
締装置１２２上の図７に示す位置に置かれた。というのも、安定した参照にとってこの位
置が適切であると分かったからである。
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